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はじめに
　小稿では，これまでの一連の花王販社経営史研究1）の一環として，1999年4月の花王販社
の全国統合の過程と，その前後の経営状況を検討することにしたい。検討の対象時期は，花王
販社がメーカーである花王株式会社の完全子会社となる2004年の前年までとする。
　各地の花王販社は，1982年から1993年までに各地域での統合が進み，8つの広域版社に集
約された。1974年に儀間商事と宮里商事の合併によって成立しその後も1県1販社であり続
けた沖縄花王を含めると，9つの販社となった。小稿では，この広域販社体制の下での経営環
境の変化が全国1販社への統合を促した影響を確認したうえで，統合直後の所有と経営の特徴
や経営実績を概観し，全国1販社への統合の経営史上の意義を明らかにすることにしたい。
1．広域販社体制の成立と各広域販社の経営状況
①各広域販社の成立時期
　まず最初に，各地域の広域販社の成立時期について確認しておこう。表一1は，8つの広域
販社の設立年月日，全国の販社が一本化される直前の資産および純資産額，それより少し前の
1997年度の申告所得税額を示したものである。
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表一1　花王各広域販社の状況（1998年7月現在）
1999年3月 1997年度
販社名
設立の時期
資産 純資産 申告所得
設立年月日 顯番 資産額（千円》 順位 純資産額（手円） 口位 申告所得額（百万円） 順位
北海道花王販亮株式金社 1982年11月11日 1 2，541，294 7 808」79 7 289 5
東北花王販売株式会社 1986年10月1日 2 4，170，729 5 1，125」53 6 226 7
東京花王販亮株式会社 1992年10月1日 7 21．153」31 1 7，796，725 1 Z142 1
中部花王販売株式会社 1991年7月1日 6 8β79β87 3 2，945，503 3 693 2
近畿花王販売株式会社 1987年5月1日 3 9，999，go9 2 3β63，326 2 577 3
中国花王販亮株式会社 1993年4月1日 8 3，246，024 6 1，402，895 5 242 6
四国花王販亮株式会社 1987隼5月1口 3 1，626，323 8 486，126 8 125 8
九州花王販売株式会社 1988年4月1日 5 6，117，401 4 1．924250 4 291 4
小計 57434，698一 19，852，157 一 4，585 一
（出典）合併8販社の成立年月日は，佐々木聡「京阪神・近畿地域での花王販社の設立と統合の過程」（明治大
学経営学研究所r経営論集」第56巻第1・2合併号，2∞9年1月），同「中国・四国・九州・沖縄地域での花
王販社の設立と統合の過程」（同誌同巻同号，2009年1月），同「中部地域での花王販社の設立と統合の過程」（同
誌第56巻第3・4号，2009年3月），同「関東・甲信越地域での花王販社の設立と統合の過程」（同誌第57巻
第4号，2010年3月），同「北海道・東北地域での花王販社の設立と統合の過程」（同誌第58巻第3号，2011
年3月）による。資産・純資産は，花王販売株式会社r第29期有価証券報告書』（自平成11年4月1日至平成
12年3月31日）21～39頁による。申告所得額は「洗剤日用品粧報」（株式会社石鹸新報社）1998年6月8日
号による。
　同表に示されるように，8つの広域販社のなかでは北海道花王への統合が最も早く，1982
年11月であった。これに続いたのが，約4年後の1986年10月の東北花王の成立であった。
福岡の福岡花王商事や神戸の松花商事など2），花王販社体制の濫膓が西日本にみられたのとは
対照的に，広域合併への動きは北日本の方が早かったことになる。東北花王成立から7ヶ月後
の1987年5月に，近畿花王と四国花王が時を同じくして成立している。その翌年め1988年4
月に九州花王が成立し，それから3年半の期間をおいた1992年10月に，東京花王への関東・
甲信越地域全販社の広域合併が完了した。そして，最も遅かったのが1993年4月の中国花王
の成立であった。
　この広域販社成立の時期は，それぞれの地域での販社経営に関わる卸店あるいは代行店の経
営者の経営構想や意識の違いによって，ある程度まで規定されたとみることができる。
　経営者の経営構想の違いという点では，広域販社となった場合の会社内での株主あるいは経
営者としての立場の優劣，さらには卸店あるいは代行店が関係した旧販社が広域合併後に支社・
営業所となった場合の位置づけなどが考えられる。また地域内の業界での競争と協調のあり方
の模索や，それとも関わる他地域からの同業他社の参入障壁の高低，消費者利益を前提とした
経営効率化なども意識されたであろう。
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　経営者の経営構想や意識それ自体の違いが影響したものとしては，中国花王や東北花王の事
例があげられよう，これらの事例では，各地域販社の経営陣に加わっていた母体有力卸店経営
者間の経営構想に大きな齪酷があり，そうした経営者と花王側との意向が俄かには一致しな
かったようである3＞。
　他面において，流通業という業界が物流を根幹のひとつとしている特性から，たぶんに地理
的経営風土に規定される面もあろう。
　たとえば，北海道などでは，地理的に不便な遠隔地も多く，とくに冬季は風雪による交通遮
断も発生する。消費者が生活する隅々の近隣店舗まで日用消費財を遅滞なく配荷することは，
消費者利益上，販売業者にとって共通の最優先課題であった。競争上の劣位に陥ることを回避
しつつ，そうした課題に応えるために協業よる経営効率の向上が促される一面もあったであろ
う。さらに，北海道は他の地域と海で隔絶されており，環境の厳しい北海道への他地域からの
同業者の越境参入も難しいという利点もあったであろう。したがって，ここに北海道全域（全
道）という広域の枠組みも，経営者たちの問に暗黙裡に設定し易かったと考えられよう。
　事実，そうした意識を共有した経営者たちによって，早くも道内地域販社設立翌年の1969（昭
和44）年には，ダイカの創立，粧連の成立あるいは大丸藤井の合併にみられるように4），販
社出資母体の卸店の合併や連携が進められていた。これに加わった経営者のみならず，こうし
た動向を傍観していた経営者たちも，ゆくゆくは北海道全域におよぶ広域的な合同や連携の方
向が必要であり，またその日が近いことを展望していたと考えられよう。このため，比較的，
それら卸業者が関係していた各販社の結束が進展し易い状況にあったといえる。
②資産・純資産と申告所得税額
　ところで，8つの広域販社の規模を，大雑把ではあるが，資産と純資産によって確認してお
こう。表一1に示されるように，全国合併の直前という同一時点でみる限り，資産と純資産のい
ずれにおいても，東京花王が首位であった。これは，同社成立に参加した販社数と市場規模を
反映しているとみてよい。第2位は，資産と純資産のいずれも，東京花王の半分以下の規模で
あるが，近畿花王である。続く第3位は，資産と純資産のいずれも中部花王，第4位が同様に
いずれも九州花王となっている。第5位と第6位は，資産と純資産で順が異なり，資産の第5
位は東北花王第6位は中国花王であり，純資産の第5位は中国花王，第6位が東北花王となっ
ている。第7位は，資産と純資産のいずれも北海道花王，第8位はいずれも四国花王であった。
　売上高や利益に関する史料の使用が制約されているので，それに代わる数値として，統合よ
り数年前の1997年度の申告所得税額でみてみよう。表一1に示したように，東京花王の首位
は変わらないが，2位が中部花王，3位が近畿花王となっている。ちょ’うど，資産・純資産の
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2位と3位が入れ替わっていることになる。4位の九州花王は資産・純資産と同様である。第
5位が資産・純資産で第7位の北海道花王となっていることは注目されよう。すなわち北海道
花王は，資本効率がわずかながらも高かったと推定されよう。なお，最も小さい額は，資産・
純資産と同様に四国花王であった。
③花王出資比率と主要株主
　花王の地域各販社が設立された当初，一部を除いて，原則としてメーカーたる花王側からの
出資はなされなかった。しかし，各地で合併によって広域販社へ統合してゆく過程で，花王か
らの出資と役員派遣が次第に進展していった5）。全国1社への統合直前には，経営面では代表
取締役社長のほとんどが花王からの派遣役員であり，出資面でも花王が筆頭株主の地位を占め
るようになっていた。ただし，経営と所有の両面で，花王のみならず，各地域の有力卸企業は，
依然として有力な地位を保持し続けた6）。
　たとえば，一例として，北海道花王について有力卸企業のダイカ側の史料をみると，投資有
価証券の銘柄に，投融資元の銀行やライオンなどのメーカー，さらにジャスコやセブンーイレ
ブン・ジャパンおよびマッモトキヨシなどの有力小売企業などの銘柄があるが，卸企業では
北海道花王販売や薬品卸スズケンなどの銘柄がある。ダイカによる北海道花王販売の所有は，
500円株を37，920株，すなわち1β96万円であった7）。
　銀行と北海道花王を除いて，流通の流れからこれをみると，垂直的取引関係にある諸企業と
の株式持ち合いの構造がみてとれる。北海道花王は花王製品専門の卸会社であり，ダイカは花
王製品以外の総合卸企業であるので，両社の間には取引関係それ自体がない。いわば，両社は
水平的な同業異分野の競合企業間関係にあったといえる。ダイカが，こうした関係にある北海
道花王の所有者であったのは，母体販社の設立にダイカの母体卸店が関係していたことに由来
する。すなわち，ダイカはその前身諸会社の時代から，北海道各地で時をほぼ同じくして1968
年に設立された函館花王（嘉十全堂，同年2月），札幌花王（石田商店，同年2月），釧路花王
（丸文，同年4月）の所有と経営に関係していた8）。この広域販社の時代にはその主役をメーカー
たる花王株式会社に譲りながらも，依然として株主としての発言力を保持し続けていたことが
確認されよう。
2．全国1販社への統合
①流通環境の変化
　花王の広域販社化が進展した1980年代後半から90年代にかけて，小売業界では低成長下で
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の経営体質の改善からバブル崩壊後の事業の再構築へと，さらに合理化が進められた。その一
方で，日米構造協議での日本の流通の閉鎖性の指摘にともない，従来の大規模小売店舗法（大
店法）の見直しも進められた。大店法下では，中小商店の保護のための大型店の出店規制によっ
て，コンビニエンス・ストアやディスカウント・ストアなどの店舗が普及した。
　1998（平成10）年6月に大規模小売店舗立地法が成立し，大型店の出店規制から，周辺の
生活環境との調和へと指針が大きく変更された。このため，2000（平成12）年6月の同法施
行は，小売大手企業の出店競争を加速させることとなり，またドラッグ・ストアやホーム・セ
ンターなどが急速に勢力を拡大することとなった9）。
　既存のスーパーのなかには，ナショナル・チェーン化するものも多くなり，営業拠点と店舗
を拡大した。また，コンビニエンス・ストア，ドラッグ・ストア，ホーム・センターのいずれ
も，地域内で，あるいは地域を越えて営業エリアを拡大した。
　卸売業界では，各地で日用雑貨および化粧品系の地域主要卸売企業の広域的な合併・統合が
実現した。これは，あたかも花王販社の広域販社化と呼応するかのように進展し，花王販社に
とっては競合相手の広域巨大化を意味した。
　他方，1997（平成9）年4月の消費税の3％から5％へのアップは，バブル経済崩壊以降の
消費者の低価格志向をいっそう強めた。と同時に，消費者は，これまで以上に多様かつ深い満
足度への志向を強め，供給側はECR（E血cient　Cunsummer　Response）の視点から魅力のある
商品づくりや店頭づくりをはじめ，それらを支える情報システム・物流システムの再構築が求
められるようになってきたのである。
②花王販売株式会社の発足
　花王販社も，1970年代から80年代にかけて各地域の販社の統合を進展させていたが，1992
年10月には北関東，長野，新潟の各販社が東京花王に統合され，1993年4月の広島県の3販
社の中国花王への統合をもって，広域販社への統合をひとまず完成させる。花王販社は，これ
に沖縄花王（1974年4月設立）を加えた広域9販社体制となった10）。この時点では，「9つま
で集約すれば十分だろう」というのが花王経営陣の見方であった11）。
　しかし，花王の販社も，上述のような環境の「変化に的確に対応・質的変化を遂げて，スピー
ディかつ効率的な経営体制を確立する」12＞ことが必要であった。より具体的には，広域チェー
ン化する小売大手に対して最小コストで最大の営業サービスを提供できるように，広域販社の
枠を超えた機動的な全国規模の販売体制の構築を急がなければならなかったのである。
　そこで，東京花王販売をはじめ北海道花王販売，東北花王販売，中部花王販売，近畿花王販売，
中国花王販売，四国花王販売および九州花王販売は，1998（平成10）年8月25日に合併契約
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書を締結し，翌1999年4月1日をもって，東京花王販売を存続会社として同社に7社を合併
することとした。これと同時に，メーカーたる花王株式会社の販売部門をこれに統合し，社名
を花王販売株式会社に変更した13）。
　合併にともない，額面普通株式（1株500円）2，104β86株を発行し，合併期日前日の最終の
被合併7社の株主名簿に記載された株主に対し，それぞれの株式（1株500円）1株につき，
花王販売株式会社の新株を，表一2に示す割合をもって割当交付することとした14）。合併比
率は，1998年3月31日現在の貸借対照表による時価純資産価額を企業価値の算定基準として
決定した。資産のうち，土地と有価証券については時価評価を行い，簿価との差額（評価益）
の税引後価額を簿価純資産に加えることとした。これによって，10億6，820万5千円の増資と
なり，従来の東京花王販売の6億6，136万5千円と合わせて，17億2，957万円に増資された15）。
さらに，同年10月1日には，沖縄花王株式会社の花王製品に関する営業の譲渡を受けた。こ
れによって，全国を統合した花王製品の卸販売会社となったのである16）。
　合併の過程では，前述の各広域販社の成立時と同様に，各広域販社の経営者や株主となって
いた地域有力卸店の経営者の合意を得なければならなかった。
表一2　被合併7社の株主への新株割当比率
北海　花王販売　式会社
東北花王販売株式会社
中部花王販売株式会社
近畿花王販売株式会社
中国花王販売株式会社
四国花王販売株式会社
九州花王　　　式会
O．678
0．633
1．000
1．000
0．760
0．531
0．690
（出典）花王販売株式会社r有価証券報告書』第29期　12頁および36頁。
③営業体制
　新しい全国販社では，「カスタマー満足No．1企業をめざす」を経営理念とし，会社運営の指
針を「シンプルで透明度の高い経営」・「スピードのある経営」・「結果責任を明確にする経営」
とした。具体的な販売活動としては，顧客視点でのトレードマーケティングやエリアマーケティ
ングの展開を通じて，店頭展開の強化を推し進めることとした17）。
　このため小売商圏の変化に対応したエリアに再編成することとし，東京本店（東京都中央区：
12支店），北海道支社（札幌市：4支店4営業所），東北支社（仙台市：6支店），北関東甲信
越支社（東京都中央区：10支店），中部支社（名古屋市：11支店1営業所），近畿支社（大阪
市：8支店1営業所），中四国支社（広島市：11支店2営業所），九州支店（福岡市：9支店）
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の1本店7支社71支店体制に改めた18）。さらに有力チェーンごとに専任チェーンストア部を
設けて，チェーンのマーケティング部との共同取組を強化することとした。さらに業務品営業
部を新設して，一般業務品と病院施設チャネルの販売強化をはかることとした19）。
　設備投資の重点は，マーチャンダイジングカの強化，共同配送を含めたロジスティクスの品
質向上とローコストオペレーション，情報技術（IT）を活用した総合システムの構築の3点
におかれ，統合初年度の1999年度には約31億2，354万円の投資が実施に移された20）。
3．統合後の販社経営
①所有と経営
　さて，全国統合販社となった花王販売株式会社の所有と経営の両面をみておこう。
　まず，所有面では，販社へ花王製品を卸売りする唯一のメーカーである花王株式会社が筆頭
株主であり，花王販売株式会社持株会がそれに次ぐ株主となっている。2002年3月末時点では，
この両者を合わせて株式所有比率が過半数を超え，翌年には花王単独で持株比率が過半数を超
えた。制度上，花王による株主総会の完全支配権が確定されたことになる21）。
　ちなみに，花王販社持株会のように従業員持株会が上位株主の地位にあるというのは，同業
の総合卸のパルタックやダイカでも同様であった。この2社の場合は，親会社である花王のよ
うな存在がないこともあって，従業員持会が筆頭株主であった。ダイカの場合は，金融商品取
引法（昭和23年4月13日法律第25号，第163条第1項）でいう，議決権株10％以上の所有
比率の「主要株主」でもあったn）。
　さて，その一方で，いずれの時期でも，広域総合卸企業であるサンビックやダイカのほか，
各地の有力卸店が花王販売の上位10の株主のなかに名を連ねていることが注目されよう。す
なわち，全国統合を果たした花王販売においても，かつての地域販社の母体であり広域販社の
株主であった各地有力卸業経営者が，所有比率を低下させながらも，なお有力株主としての地
位を保っていたのである。
　経営面についてみると，表一3に示されるように，統合直後の1999年4月から2004年3月
まで，代表権をもつ社長，副社長および専務は花王株式会社出身の人々で占められていた。そ
れとともに，一般の取締役や常勤監査役には，各地域の販社やその設享母体となった卸店の出
身者が名を連ねていたことがわかる。したがって，経営の要諦に関わる部分をメーカーである
親会社の花王が掌握していたといえる。ただし，地域事情に詳しい地域卸店の人々の経営感覚
や情報を取り入れながら，弾力的に経営構想を組み立てることができる布陣であったとみるこ
ともできよう。
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表一3　花王派遣役員の役職別・入社会社別人数の推移（1999年4月～2004年3月）
1999年4月”2000年3月（纂29期，2000年4月僧2001年3月（第30期2001年4月”2002年3月（第31期2002年4月卿2003年3月（第32期2003年4月卿2004年3月‘露33潮
役職名 人敷（人｝ 入杜時 人敷｛人， 人敷（人） 入社時 人数（人） 人娘（人》 入社時 人致（人， 人致（人》 入社時 人敢（人〕 人敷（人， 入杜随 人敗（人〕
花王㈱ 1 花王㈱ 花王㈱ 1 花王㈱ 花王㈱ 1社長 1飯社 0
1
販社 o
1
賑社 0
1
販社 o
1
飯社 o
花王㈱ 1 o 花王㈱ 0副社長 2花王㈱ﾌ社
? 2花王脚
ﾑ社
1
賑社 0
　花王㈱0　賑社
o 0盟社 0
花王㈱ 1 2 花王㈱ 3 3奪務 1販社 o
2花王㈱
?ﾐ 0
3
販社 o
　花王㈱3　販社
0 3
花王㈱
ｿ社
?
花王㈱ 3取締役 0花ヨ三鞠ﾌ社
? 3花王㈱
?ﾐ
? 5
飯祉 2
　花王㈱4　飯社 ? 5花王㈱
ﾌ社
?
常勤監
ｸ役 3
花王㈱
ﾌ社
? 3花王㈱
ﾌ社
? 3花王㈱
落ﾐ
? 3花王㈱
ﾌ杜
? 3花王㈱
ﾌ社
?
花王㈱ o 花王㈱ 0 花王㈱ 0 花王㈱ 0 花王㈱ o非常動
ﾄ査役
1飯社 0 1飯社 0 1販社 0 1販社 0 1販社 o
弁護士 1 弁護士 i 弁護士 1 弁護士 1 弁護士 1
花王㈱ 4 花王㈱ 7 花王㈱ 9 花王㈱ 8 花王㈱ 6
合計 8販社 3 12販社 4 14販社 4 12販杜 3 13飯社 6
弁護士 1 弁護士 1 弁護士 1 弁護士 1 弁護士 1
（注1）社長と副社長は代表取締役である。
（注2）2001年3月～2003年3月（第31期・第32期）の専務のうち1名と2003年4月～2004年3月（第33
　　　期）の専務のうち2名は，代表取締役である。
（出典）花王販売株式会社r有価証券報告書』第29期～第33期。
②従業員数
　経営陣の経営構想を実施に移す従業員の動態についてみておくと，表一4に示されるように，
東京花王販売が7社を合併する直前の1999年3月の従業員数は，1，002名であったが，全国販
社となってから1年弱の時点の2000年3月には3，690名の従業員数となっている。そのうち
他社からの出向455名を除いても，3倍以上の増加となった。
　その後4年間の推移をみると，従業員とそのうちの後述するグループ内外からの受入出向者数
のいずれも減少傾向にあることがわかる。2001年3月に従業員数の外数の臨時従業員数が少し
増加し，また2002年3月の出向者数が増加しているものの，そのいずれも次期から減少している。
表一4　花王販売の従業員数の推移（1999年3月～2004年3月）
（出典）花王販売株式会社r有価証券報告書』第29期～第33期。
　この要因は特定できていないが，継承会社・合併会社の定年退職者・希望退職者を補充する
ほどの積極的な新規採用がなされなかったことは読みとれる。それが経営陣の意図したところ
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であったとすれば，全体として経営のスリム化をはかったとも解釈できよう。
　一方，表一5で平均勤続年数をみると，2000年3月に15年半近く，2001年3月に15年弱
であったのが，それ以降16年から17年へとわずかながら長期化の傾向にあった。また。平均
年齢も，この間に38歳代から39歳代さらに40歳代へと少し高くなる傾向があった。これは，
上述の従業員数の新規補充があまりなかったことと連動する傾向であったとみられる。
　なお，花王販売を含むグループ企業には，労働組合は組織されていないが，労使関係は良好
であるという23）。
表一5　花王販売の従業員数の平均年齢・平均勤続年数の推移（2000年3月～2004年3月）
2000年3月末現在（第29期） 2001年3月末現在（第30期） 2002年3月宋現（第31期） 2003年3月宋現在（第32期） 2004年3月末現在（第33期）
平均年齢
@（歳）
平均勤続年数
@　（年）
平均年齢
@（畿）
平均勤続年数
@　（年）
平均年齢
@（歳）
平均勤続年数
@　（年）
平均年齢
@（載）
平均勧続年数
@　（年）
平均年齢
@（畿》
平均勤続年数
@　（年）
38．8 154 38．3 14．9 39．8 16．4 39．7 16．2 40．5 17．2
（出典）花王販売株式会社『有価証券報告書』第29期～第33期。
③販売機能補完会社の統合と直販化の推進
　花王販売では，各広域販社の拠点ごとに設置されていた販売機能を補完する会社の統合を進
めた。そのひとつは，全国に7社あったロジスティック会社を2002（平成14）年4月に，花
王ロジステック東京株式会社に他の6社を吸収合併するかたちで統合し，花王ロジステック株
式会社としたことであるan）。これによって，物流事業でのマネジメントー元化の成果を期す
ることとした25）。
　いまひとつは，小売店の店頭支援会社の発展継承である。従来，小売店の店頭支援や経営近
代化を目的に，全国8か所に設けられていたアール・ジェー・エス（「リテイル・情報・サー
ビス」の意味で命名）株式会社は，1992年まで活動を継続していたが，その後東京RJSを
残して解散していた。その後花王販売では，その機能の全国的な組織体制の整備を検討し，
2003年1月には，東京RJSの商権を継続し，かつ同社の社名を花王マーチャンダイジングサー
ビス株式会社と改めたee）。同社は，花王販売との連携によって，従来以上に，消費者にとっ
てわかりやすく，鮮度のある売場を迅速に実現することに努めることとした27）。
　他方，1960年代後半花王の各地地域販社設立時から，その比率の向上が目指された販社から
の直販比率は，広域販社への移行とその後の過程で向上していた。その背景には，広域展開を
遂げる有力大手小売企業との本部商談への移行もあった。2002年1月頃の時点では，直販比率
に算入されない流通経路を担う代行店は1，450社くらいあったが，毎年20～30社のペースで
減少し28），花王販売からの直販へと移行していった。花王販売が直接取引をしている小売店は，
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この当時で約9万店あり，代行店もほぼ同じ規模の販売力を有していたが，代行店経路での売上
比率は7．5％であった29）というから，90％以上が花王販売の直販になるまでにいたったといえる。
　さらに花王販売では，2003年1月には近畿花王商事を吸収合併するとともに，中央物産（東京）
と伊藤伊（名古屋）の2つの有力卸企業から，花王製品の卸売販売に関する営業の譲渡を受け
た。それまで東京・名古屋・近畿地区の百貨店への卸売販売は，中央物産と伊藤伊および近畿
花王商事に依存しており，これをもって百貨店取引も花王販社による直販に一元化された3D）。
④企業間関係
　花王販売の花王グループ関係および得意先との関係についてみておこう。図一1に示される
ように，花王販売は，親会社である花王株式会社からもっぱら商品を仕入れ，得意先に販売す
る役割を担っており，連結子会社の花王ロジスティックや関連会社2社が得意先への物流でそ
の機能を発揮する関係にある。また非連結会社の花王マーチャンダイジングサービスは，得意
先での店頭管理業務を担っている。
　花王販売の経営者の人事でみると，表一6に示されるように，代表取締役3名はいずれも花
王株式会社の役職者が就いていることがわかる。
図一1　花王販売㈱の企業間関係図
商贔陳列業務等の
の実態等の圃査
　子＝
運送事粟
　花王ロジスティック㈱
花王システム物流㈱
タニハナ物流㈱
子＝
　花王マーチャンダイジングサービス㈱
（出典）花王販売株式会社「第33期有価証券報告書」4頁。
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表一6　花王販売株式会社と花王株式会社の人的関係
王　　　における 氏名 花王　における
代　取　役　長　行役員 山外心 行役員
代表取締役専務執行役員 高橋辰夫 理事
代表取締役専務執行役員 泉和夫 理事
取締役執行役員 額賀彪 従業員
取締役執行役員 野村猛 従業員
取　　　　一　員 自内一 従業
（出典）花王販売株式会社『第33期有価証券報告書』10頁。
4．完全子会社化前の業績
①売上高と売上総利益率
　後に，百貨店経路が直販化された頃までの花王販売の業績を確認しておこう。
　表一7に示されるように，売上高は少しずつながら増加していった。全国販社成立最初の実績で
ある2000年3月の46億円台から，4年後の2004年3月には50億円を超えており，全国化の成果
が着実にみられたといってよいであろう。表一8によって，この間の前半期の売上商品構成をみて
’おくと，あまり大きな変化はなく，パーソナルケア商品が35％前後ハウスホールド商品が47～
48％台，サニタリー商品が16～18％台となっている。あえて微細な変化に注目すると，ハウスホー
ルド商品の比重が少しずつ増大する傾向が読みとれよう。表一7に示されるように，売上総利益（粗
利）は統合の翌年の2000年度（第30期）には少し低下するが，その後は順調に推移している。
表一一7　花王販売株式会社の経営実績（1999年4月～2004年3月）
?
29期 第30期 31期 32 第33期
2000年3月 2001年3月 2002年3月 2003年3月 2004年3月
売上高（千円）（A） 464，007，701473，656，166 475，684，579481．956」53500，949，180
売上総利益（干円XB） 66，881，786 65，616，75866．045β60 67β67，47981，579，736
販売費一般管理費（千円）（C） 61β03，20764，761，108 65，200，43465，502，281 77，604，390
経常利益（子円）①） 5290，276 1，113，780 tO34．1092，461，173 4，165，683
当期純利益（千円XE） 2．279ρ94 386，185 700，486 1，875，500 2，779，256
資本金（千円）（F） 1，729，570 1，729，570 1，729，570 1，729，570 1，729，570
発行済総株式数（千株）（G） 3，376 3，376 3，376 3，396 3，396
純資産額（千円）（H） 22，419，68625，613，61424，306，55325，910，797 27，562，380
総資産額（千円）① 66，864，41772240，44875，584，909 78，572，218 78，452，547
従粟員数（人）（」） 3，690 3，605 3，477 3，290 3，177
（嘱託など，平均臨時雇用者数）（上記従巣員数の外数）（K》 831 884 823 685 698
総資本経常利益率（％）（D÷Ix100） 7．9 1．5 t4 3．1 5．3
総資本純利益率（％）（E÷Ix100） 3．4 0．5 0．9 2．4 3．5
総資本回転数（回XA÷1） 6．9 6．6 6．3 6．1 6．4
売上総利益率（％XB÷AXIOO） 14．4 13．9 13．9 14．0 16．3
売上高経常利益串（％）（D÷AX100） 1．1 0．2 0．2 0．5 0．8
売上高純利益率（税引後）（E÷AX100） 0．5 Oj 0．2 0．4 0．6
売上対販売費一般管理費率（96xC÷AX100） 13．3 13．7 13．7 13．6 15．5
自己資本比率（％XH÷Ix100） 33．5 35．5 32．2 33．0 35．1
従桑員1人当り売上高（千円》IA÷（J＋K）x100｝ 102β34 105，515 110β24 121，247 129277
1株当たり当期純利益（円）（E÷G） 67491 11436 20744 5515681 ．89
（注）　1株当たり純利益率は，計算上の数値と下記出典上の数値と必ずしも一致しないが，ここで
　　　ほ下記出典の数値を表示した。
（出典）花王販売株式会社「有価証券報告書」第29期～第33期。
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表一8　花王販売の売上高商品構成比（2000年4月～2003年3月）（％）
29 30 31期
商品群 商品名 2000年4月～2001　32001年4月～2002　3月 2002年4月～2003　3月
パーソナルケア商品
化粧石鹸，洗顔料，全身
??ｿ，シャンプー，リン
X，ヘアケア製品，染毛
ﾜ，化粧品，クリーム，
?″ﾜ，歯みがき，歯ブ
宴V
34．9 35．1 34．3
ハウスホールド商品
衣料用洗剤，台所用洗
ﾜ，住居用洗剤，洗濯仕
纃ﾜ，掃除用紙製品
47．0 48．4 48．7
サニタリー商品 生理用品，紙おむつ，調摶禔C医薬品 18．1 16．5 17．0
ム計 100．0 100．0 100．0
（出典）花王販売株式会社r有価証券報告書』第29期～第31期。
②経常利益と純利益
　ただ，その一方で，表一7に示されるように，販売費一般管理費はじめ諸経費その他も増加
したため，2000年度（第30期）は経常利益も純利益も大幅に落ち込んだ。とくに，この年度
より退職給付会計基準の導入により「適用が義務付けられた退職給付会計基準により，従来の
方法によった場合と比較して，2，774百万円の費用負担が生じたことが大きく影響し」た。過
年度の計上不足額も特別損失の枠内で計上することとされたので，その影響は大きかったもの
とみられる。さらに「また大規模小売業の売上拡大による割引負担や価格競争による販促費が
増加し」たことも影響した31）。
　前者の影響は当該年度に限定的な事情ともいえるが，後者の面は，競争力と交渉力を増した
大手小売チェーン会社による圧力がさらに大きくなってきたことによるもので，花王販売はじ
め卸売業全体にとっての新たな課題となった。
　次年度の2001年度（第31期）も，花王販売の経常利益は低下している。経費削減に努めな
がらも，大型小売店の物流センターへの「センター納品拡大によるセンターフィーの増加」（物
流費）をはじめ，「年金資産運用における利差損の償却負担」や「取引先倒産による貸倒損失
の計上」などが影響した。このうち最初の「センターフィーの増加」も，流通の川上に位置す
る卸業者に対する大手小売チェーンの交渉力の増大が背景にある。販売面の決定事項は，従来
の個別店舗や地域本部での商談・改善から，大手小売ではチェーン本部での「本部商談」へ移
行した。そこでの圧力が集約的に強化されてきたことによるのである。なお，同年度の純利益
は「医薬品事業販売契約解消にともなう特別損失を計上」したものの，「投資有価証券の売却益」
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などにより，前年度より若干増加している32）。
　次年度以降，低価格競争下の厳しい環境にありながらも，新製品の発売や積極的な販売活動
によって，売上も利益も順調に伸びていったSS）。
③利益率と総資本回転率
　利益率に目を向けると，上述のことから，表一7に示されるように2000年度には，総資本
経常利益率，総資本純利益率，売上高純利益率のいずれも，前年度に比べて大きく落ち込んだ
が，その後は順調に回復していった。売上総利益率（粗利）は，2000年度の落ち込みはさほ
ど大きくないが，それでも少し低下し，その後2003年度までは横ばいの状況が継続した。
　総資本回転率をみると，1999年度から2003年度の5力年を通じて大きな変化はみられない。
しかし，従業員1人当たり売上高をみると，着実に向上している。また1株当たり純利益をみ
ても，2000年度の落ち込み以降は，大きな幅で増加している。すなわち労働生産性と株価収
益率の向上がみられるようになったといえる。
おわりに
　最後に，本稿での検討によって確認されたことや明らかにされたことを少し整理し，検討対
象のその後の動向と筆者の今後の課題についてふれておくことにしたい。
　第1に，花王の広域販社化は，北海道や東北などの東日本地域で先行した。北海道花王は，
資産と純資産のいずれの規模も比較的小さく，遠隔地に点在する卸店企業による道内の業界の
協調の進展も早いことが早期成立の要因であったと考えられる。
　第2に，小売業の規制法の改訂や，ドラッグ・ストアやホーム・センターの台頭やそれらを
含む大手小売業の広域化，同業の広域統合などの環境変化を背景に，1999年に広域8販社は
1つに統合し花王販売となった。その所有面に注目すると，広域販社時代とさほど変わらず，
従来からの各地域の有力卸業関係者が株主としての発言力を保持し続ける体制であったといえ
る。しかしながら，全国販社の経営陣をみると，そのトップは花王株式会社からの派遣人事で
あり，花王の意向がより強く反映されるようになったとみることができる。
　第3に，花王販売では，マーチャンダイジング力強化の一環として，かつてその機能を補完
していた各地の会社を統合するとともに，ロジスティックの再構築にも努めることとなった。
さらに，かつて外部へ委ねていた百貨店への販売経路も統合し，消費者への全小売販売経路を
一元化した。
　第4に，統合後の短期的な業績をみると，売上は着実に向上し，利益面では，諸要因から落
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ち込みもあったが，次第に伸長していった。とくに，従業員1人当たり売上高は堅実に向上し
ており，また1株当たり純利益率は顕著な向上をみたことが確認された。直販比率は，広填販
社時代にも向上していたが，さらに向上した。しかし，それにともない，センターフィーの負
担増加など大手小売企業による圧力も新たな課題として浮かび上がってきたのである。
　このようにみてくると，花王販社の全国統合化は，花王販社の経営史上，親会社である花王
株式会社の経営意思をより強く反映させる方向へと進展させ，後の完全子会社への地盤を形成
する意義をもつものであった。また，ロジスティックや店頭管理の機能を全体最適の観点から
さらに高度化させるひとつの契機となる意義もあわせもったとみることができよう。日雑流通
の産業史上の位置づけでみると，業界の競争を刺激する高度な機能をもったナショナル・ホー
ルセラーの誕生という意義をもつものであったといえよう。
　なお，その後の花王販社株式会社についてふれておくと，2004（平成16）年7月に，親会
社である花王株式会社との株式交換を実施したことにより，花王販売株式会社は，花王株式会
社の100％所有の完全子会社となったM）。ここにいたって，地域販社，広域販社，全国統合販
社の時代を通じて，主要株主であり続けた有力卸業者が所有関係を断ち切るにいたったことに
なる。しかしながら，経営陣にはかつての卸業関係者が引き続き加わり，花王販売の舵取りに
参画し続けた。
　なお，花王販売株式会社は2007（平成19）年4月1日をもって花王化粧品販売株式会社ss）と
合併し，社名を花王カスタマー・マーケティング株式会社（略称：花王CMK）に変更したse）。
花王の消費者向製品全般の販売会社として新たなスタートを切ることとなったのである。
　こうした完全子会社化の経緯と，それ以降の花王CMKの経営史的検討については，他日を
期することにしたい。
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The　Formation　of　the　National　Kao　Sales　Company
Satoshi　SASAKI
This　paper　examines　the　integration　of　Kao　sales　companies　into　the　national　Kao　Sales
Company　in　1999，　and　analyzes　its　real　situations　of　management　immediately　before　and
after　the　integration．　This　stUdy　reveals　the　following　main　pointS：
First　Hokkaido　and　Tohoku　integration　preceded　integration　in　western　Japan．　The　reasons
why　Hokkaido　Kao　Sales　Company　was　established　earlier　than　those　in　other　areas　was　that
（1）combinations　of　wholesaler・related　Kao　sales　companies　advanced　earlier　in　Hokkaido　and
（2）the　total　scale　of　both　assets　and　net　assets　of　regional　sales　companies　was　the　smallest
in　Hokkaido　in　comparison　to　other　areas．
Second，　due　to　the　revision　of　regulations　on　retailers，　which　caused　a　radical　change　in　the
development　of　drug　stores　and　home　centers，8Kao　sales　compallies　were　combined　into
anational　sales　company．　The　managers　of　the　larger　wholesale　companies　in　each　area
continuβd　to　be　owners　of　the　national　Kao　Sales　Company　as　before．　However，　the　top
management　of　the　national　sales　company　were　now　dispatched　by　Kao．　As　a　resUlt，　the
management　and　adrnmistration　of　the　national　sales　company　came　to　be　influenced　by　the
management　policy　of　Kao．
Third，　The　Kao　Sales　Company　integrated　related　merchandising　companies　in　each　area，
and　made　efforts　to　reconstruct　its　logistic　system　The　Kao　Sales　Company　also　integrated
itS　channel　to　department　stores　and　made　efforts　to　control　al1　channels　to　retailers．
Forth，　alhough　profits　temporarily　fell，　yearly　sales　of　Kao　Sales　Company　increased．
Especially，　the　sales　per　capita　increased　stead皿y　along　with　the　RER（Price　Eamings　Ratio）．
New　problems，　however，　such　as　the　burden　of　center　fees　appeared　at　this　time．
